
が地元社会におよぼす，経済波及効果の分析がある.現

在，官民それぞれの立場で沖合人工島の調査研究がなさ

議議聖書部堀田健治 れているが，よりよい実現をめざすためには建設される
私が所属している学科は「海洋建築工学科J というユ ことによる地域経済，社会の問題は無視しえなく，むし

ニークな名称がつけられているが，これは土木，建築， ろ予測された効果を計画にフィードパックさせながらよ

造船，海洋工学の知識を修得し，あわせてその境界領域 り計画の質を高めてゆくべきであるとの認識から研究が

に新しい学問大系の確立をめざして設置されたものであ 始まったものである.分析は建設地域によるちがし、，材

る.したがってその範閥は広く，海域と陛域の総合利用 料，工法(埋立式，浮体式)等によるちがいを定量的に

と保全をはかるための周辺工学ともいうべきもので，海 推定することが目的の l つであるが，これまでに興味深

洋構造物，海上都市，水産・エネルギー施設等のソフト い結果も得られたため別の機会に発表し，ご意見やご批

とハードの面に研究が注がれている.最近私の研究室の 評をいただきたL 、と思っています.

ワークの 1 つに産業連関分析を用いて沖合人工島の建設

モニター委員会 12月 7 日(水) (1 ) 

会合記録 編集委員会(OR誌) 12月 8 日(木) (7) 

OR事典編集委員会 12月 10 日(土) (6 ) 

( )内は人数 国際委員会 12月 12 日(月) (5 ) 

三学会連合大会打合せ(日本OR学会・日本経営工学会 研究普及委員会 12月 14 日(水) (8 ) 

-日本品質管理学会) 12月 5 日(月) (11) 編集委員会(論文誌) 12月 19 日(月) (3 ) 

庶務幹事会 12月 5 日(月) (8 ) IAOR委員会 12月 20 日(火) ( 5 ) 

編集後記惨高度情報社会，ニューメディア， OA，ホー ぽOR教育も実践も，その考え方，方法もおのずから従

ムオートメーション，昨年まではまだ何となく地に着か 来とは違ってきて当然でしょう.もちろん特に教育には

ない浮いた感じの言葉が，今年は実現性のありそうな身 基礎的な部分も必要なわけですから，時代の流れにすべ

近なものに問えてきます.これはマスコミのせいだけで てが振り回されるのも因ります惨魅力ある OR誌づくり

はないようです.ビジネスに，そして生活場面に，まだ というのが当編集委員会の使命ですので，新・旧，基礎・

小さいながらも確実に新しい動きとして見えるからで 応用と記事の使い分けの工夫が必要となってきます.毎

す.しかもそれらの動きは，かつての日本を支えてきた 月の特集も， ORの手法や利用分野で組む場合と，新年号

いわゆる基幹部分(産業)でではなく，より人々(生活 のようにORの現状把握，あるいはあり方に関するよう

者)の目にふれる身近な場面で起きているのが特徴なの なテーマで組む場合の両者で編集を進めていきたいと考

です.これからの ORの活用と新たな展開も，今までに えています.ちなみに 3 月号は「トラフィックの ORJ ，

すでに定着した部分に加えて，これら新たな分野での期 4 月号は「大学のOR教育」です. (J) 

待が大きいものと思われます惨これだけ社会が変化すれ
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